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研究成果の概要（和文）：社会効用効果の推計に関連し、以下の３つのテーマで研究を行った。（１）幸福度データを
用いたexperienced utility approachにより、日本とインドでの社会効用の特性を分析した。（２）仮想離散選択実験
によるdecision utility approachを考え、日本、アメリカ、イギリスでの分析を行った。特に英米ではランダム介入
実験を行い、比較態度を変化させることが可能か検証した。（３）日本のデータを用い、２つの異なるアプローチが社
会効用推計の結果の違いをどのようにもたらすかについての研究を行った。これにより、幸福度データの経済学的な解
釈の基礎付けを行う研究を完了させた。

研究成果の概要（英文）：I have finished the following three research programs on social preferences of 
income comparisons: (i) with the subjective well-being data from Japan and India, the effects of income 
comparisons were estimated, (ii) with choice data from hypothetical choice experiment in Japan, the US, 
and the UK, the effects of income comparisons were estimated. In the US and the UK, additional 
experiments to see how survey-respondents reacted to information provisions were conducted, and (iii) by 
comparing the results of two different approaches, I suggested how economists should understand 
implications obtained from subjective well-being data.

研究分野：社会科学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
幸福度データを用いた既存の社会効用効

果の実証分析では、自己の消費・所得水準が
幸福度にプラスの影響を与える一方で、参照
群（ライバル）の消費・所得水準は幸福度に
マイナスの影響を与えるという関係がしば
しば報告されている。これは他人の状態が改
善することに対して嫉妬心を感じる負の社
会効用効果であり、社会効用の定型化された
事実として知られていた。幸福度を用いた推
計は Experienced Utility アプローチと呼ば
れており、社会効用の実証分析としては標準
的なアプローチとされていた。 

Experienced Utility アプローチにおいて
常に直面する課題は、ある個人にとってのラ
イバルの消費・所得水準が、どの様に定義、
計測されるか、というデータの問題である。
理想的な推計を行う為には、(1) ある個人に
とって誰が比較競争のライバルであり、(2) 
そのライバルの消費・所得水準がいかほどで
あるか、の 2 点が明らかにされなければなら
ず、その情報が無ければ社会効用効果の一致
推定量を求めることはできない。しかし、既
存研究においては被験者にとっての真の参
照群消費・所得の情報は利用不可能であり、
上の 2点の要求を同時に満たしたデータを用
いた研究は存在しなかった。 

Experienced Utility アプローチによる社
会効用の実証分析に関する別の問題として、
データの利用制約から既存研究の分析対象
が欧米先進国に偏っていたことが挙げられ
る。先進国の中にあって、日本経済の分析に
ついては例外的に研究結果の蓄積が遅れて
いたが、西洋社会とは異なった社会的規範を
もつ日本経済の分析は、世界的な興味の対象
であり、分析結果の蓄積が待たれていた。一
方、急速に経済状況が変化する発展途上国に
おいては、ライバルの所得上昇が将来の自分
の所得上昇のシグナルとして捉えられ、幸福
度にプラスの効果をもたらす可能性がある。
この様な効果はトンネル効果として知られ
ており、旧ソ連圏の移行経済の分析では実際
にトンネル効果が発見されたケースも存在
する。しかし、それ以外の発展途上国におけ
る社会効用効果についての知見は非常に限
られた状態であった。 
ただし、様々な経済で社会効用効果につい

ての結果を得たとしても、その解釈には注意
が必要である。というのは、幸福度の報告パ
ターンは経済社会を規定するバックグラウ
ンド（社会規範）によって異なるからである。
つまり、各国データからそれぞれ社会効用効
果事情が判明したとしても、その結果を直接
国際比較することは危険であるということ
である。 

最後に、Experienced Utility アプローチ
で得られた結果を経済学の土俵でどの様に
解釈すればよいのかという点について、統一
的な見解が存在しなかったという問題があ

る。幸福度データを用いた研究では、幸福度
は効用の代理変数とされ、その 2 者に明確な
関係があるということが想定されていた。し
かし実際には、幸福度と効用の概念的な対応
は明確ではない。従って、Experienced 
Utility アプローチで得られた推計結果を、
効用（もしくは選好）に基づいた議論を行う
経済学の土俵で、特にその厚生的な含意につ
いてどの様に解釈、利用すればよいのかは、
必ずしも自明ではなかったのである。 
 
２．研究の目的 
 
「全ての人の所得を上昇させると誰の幸福
度も上昇しない」という幸福のパラドックス
が正しければ、経済成長は政府の経済政策目
標でなくなるかもしれない。この逆説を説明
する仮説として、消費者の効用が自らの消
費・所得のみならず、他者の消費・所得にも
依存すると考える社会効用仮説がある。 
 
（１）本研究はまず、日本及び発展途上国
では西洋諸国と比較して幸福度データを用
いた社会効用仮説の検証が十分でない状況
を受け、そのギャップを埋める。 
 
（２）次に、幸福度データにまつわる問題
をうけ、Experienced Utility アプローチで
はなく効用関数のパラメーターを直接推計
する経済実験（仮想離散選択実験--- Decision 
Utility アプローチ）を行い、幸福度データ
の分析と仮想離散選択実験の分析の結果を
比較する。これにより、幸福度データと経済
学の効用が、社会効用という観点からどの程
度対応するのか検討する。この作業によって
幸福度データの特性を明らかにし、経済政策
目標としての利用可能性を吟味することが、
本研究の目的となる。 
 
（３）最後に、Decision Utility アプローチ
のサーベイ実験を新たに英米で行う。離散選
択実験で推計された社会効用パラメーター
は国際比較が直接可能であるという特性を
もつ。一方、国ごとの社会規範の差の影響を
受ける幸福度データを用いた分析の結果は、
直接比較することは不可能である。日英米間
の社会効用効果の国際比較を行った研究は
これまで皆無であり、文脈における方法論的
な欠陥を改善し、新しい知見を提供するのが
目的となる。 
 
３．研究の方法 
 
（１－２）研究代表者が過去に行った日本

におけるインターネット・サーベイ実験（有
効被験者数 10,203 人）では、Experienced 
Utility アプローチで必要な真の参照群所得
の情報が含まれているので、それを社会効用
効果の推計に活用する。さらに、大阪大学社
会経済研究所のグローバル COE プログラム



が提供する「くらしの好みと満足度」調査の
データ・ベースにはインドのデータが含まれ
ており、それを活用して発展途上国の社会効
用の特性を明らかにする。 

また、研究代表者のインターネット・サー
ベイ実験には Decision Utility アプローチで
の効用パラメーター推計課題が含まれてい
る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
上図の例に示される問題例では、被験者は上
（状況 1）と下（状況 2）のうち、自分の所
得と日本の平均所得の状況のペアとして、よ
り好ましいものを選択する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、上の問題例では 4つの離散的な状況の
うち、仕事関係者、友人、そして自分の所得
の組み合わせのうち、最も好ましい状況を選
択する。これらの問題の選択パターンのデー
タから、様々な属性をもったライバルに対す
る個別の社会効用パラメーターを推計する。
効用関数の推計はランダム効用モデルに依
拠し、以下のCRRA型の効用関数を考慮する。 
 
 
 
 
社会効用パラメーターとなるγは最尤推定
法によって推計される。 

Experienced Utility ア プ ロ ー チ と
Decision Utility アプローチで推計される社
会効用効果の比較はこの実験データを用い
て行い、幸福度データの経済学的な解釈の基
礎付けを行う。 

（３）次に、上の様な仮想離散選択実験を
英米でも行う。実験はインターネットを用い
て行われ、リサーチアソシエイトは公募入札
の結果（株）日経 Research 社と決定した。
海外のサンプル・プールを同社が提供する。
被験者数は英米ともに 4,500 人で、サンプル
の属性分布が社会代表性をもつように年齢
構成、性別、教育歴、居住地域について層化
抽出されている。本実験ではまず日本の実験
と同様にベースラインとなる社会効用効果
を推計する。これは繰り返し離散選択問題に
よって行われ、内容は日本での実験と同様で
ある。 
 
実験の実施に際し、自分と自分のライバル
となる参照相手の所得分布については英米
の所得データから 5分位点を計算し、その係
数を使用した。また、各被験者のライバルが
誰となるかの内観報告をサーベイの質問で
聞き出し、そのライバルとの比較を実験中で
行わせている。これらの工夫は、選択問題が
仮想的ではあったとしても、問題の現実性が
損なわれないために行われた。 
 
研究費の申請後に行動経済学の分野で急

速に注目を集めた研究アジェンダとして、実
験の被験者になんらかの情報を与えたとき、
彼らの行動や選好が変化するか確認すると
いうものがある。この急速に発展した文脈を
うけて本研究では、単に社会効用効果の国際
比較を行うだけでなく、情報操作に対する国
ごとの反応の違いを調べる追加的な実験も
行うこととなった。社会効用効果によって厚
生が悪化しているという事実をうけ、この実
験の目的は、政府の介入によってその厚生悪
化を緩和することができないか検討すると
いうものである。具体的な方法としてはラン
ダム介入実験が行われ、被験者がテスト群と
コントロール群に分割された。テスト群は社
会効用が厚生を悪化させる可能性があると
いう示唆をもった以下の情報介入をうけた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
上の図は所得増加と幸福度の停滞が同時に
観察される様子を表しており、所得比較の社
会効用効果がある限り、厚生は上昇しないと
いう警句となる。一方、コントロール群の被
験者は社会効用効果とは全く関係のない、以
下の気候変動に関する情報介入をうけた。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
この様な情報介入（氷河の面積の変化）では
社会効用効果は変化しないと期待され、テス
ト群とコントロール群の反応の差をみるこ
とで、テスト群への介入に期待した効果があ
るか調べる。また、その結果の国際比較も行
う。 
 
４．研究成果 
 

（１）発展途上国の幸福度データを用いた
研究については以下の成果が得られた。まず、
発展途上国ではサーベイ・データそのものが
貴重であり、インドの 6都市から集められた
2,884 のサンプルの幸福度の分布は以下の様
になっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
このデータで社会効用効果を推計したとこ
ろ、期待されたトンネル効果ではなく、先進
国と同様に負の社会効用効果が発見された。
本研究ではさらにインド社会の文化的基盤
となるカースト制度に着目し、カースト内と
カースト間の比較競争についても分析した。
すると驚くべき事に、上位カーストは上位カ
ースト内だけで競争が行われ、下位カースト
の状態に対しては無関心である一方で、下位
カーストにおけるカースト内競争は存在せ
ず、上位カーストだけを比較の対象としつつ
非常に強く妬むという結果が得られたので
ある。この様に、外生的に与えられたグルー
プ間で存在する非対称的な社会効用効果の

発見は貴重であり、社会制度と社会効用効果
の関係について、これまでにはなかった新し
い知見を与えている。本研究は World 
Development 誌に掲載された。 
 
 日本の幸福度データを用いた研究として、
2011 年 3 月 22 日から 6 都市 5 週間にかけて
行われた独自のインターネット調査のデー
タから、以下の様な分析を行った。まず、次
の図は福岡、大阪、名古屋、新潟、東京、仙
台の各都市それぞれ約 300人から得られた幸
福度の変化である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
幸福度の変化を、主要紙 1面の面積のうち

東日本大震災の被害関連のニュースが占め
た割合などの変数に回帰し、大震災の精神的
な被害額を推計した。精神的被害については
マーケットが存在しないため金銭的な評価
が困難であるが、幸福度データを用いること
でそれが可能となった。本研究は Ohtake and 
Yamada (2013)として纏められ、現在は
Japanese Economic Review 誌から改定要求が
あり、再投稿に向けて改訂中である。 
 
（２）次に、日本を対象に行われた仮想離

散選択実験によって以下のことが示された。
サンプルが日本の人口統計的な特徴をとら
えるようにデザインされた大規模インター
ネット調査の結果より、被験者は日本の平均
所得水準の上昇に対して、負の社会効用（妬
み）をもつことが確認された。ただし、その
妬みの強度、すなわちγは-0.4 近傍であるこ
とが示された。これは、ライバルの所得が増
加することによる限界不効用が、自分の所得
が増加することの限界効用を打ち消す---こ
の様な現象を幸福のパラドックスと呼ぶ---
ほど強いものではない。英米の幸福度データ
を用いた既存研究では幸福のパラドックス
が起こっていることが報告されていたので、
日本経済の個性が浮き彫りになったと言え
る。 
本研究が明らかにした別の発見として、比



較対象が変化に対して社会効用の効果がど
の様に変化するかという点がある。具体的に
は、ライバルが自分より高学歴であると妬み
が強くなる一方、年齢が高い他者との比較に
おいては、利他的な社会効用がうまれること、
また、男性にとっても女性にとっても男性が
より強い妬みの対象となることがある。さら
に、友人との比較においては約 3割の被験者
が妬みではなく利他的な社会効用をもつ一
方、仕事関係者に対しては一様に妬みの効果
をもつことを示した。 

社会の平均、友人、そして仕事関係者に対
する社会効用のパラメーターγの分布を累
積密度関数でそれぞれ描いたのが以下の図
である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
本研究のマクロ経済学的な政策的含意は

社会厚生の評価に関するもので、所得の増大
（経済成長）の効果は、標準的な新古典派経
済学が想定するよりも約 40％割り引いて考
えなければならないかもしれない、というこ
とである。また、経済成長のみを政策課題と
するのではなく、分配面も考慮しなければな
らないという示唆もある。最後に、社会効用
の存在によって消費者の貯蓄行動が変化す
るため、利子課税についての新しい政策的含
意が導かれる。以上の成果は Journal of 
Economic Behavior and Organization 誌に掲
載された。 
 

さらに、上の研究のサーベイ実験内で同時
に得られていた幸福度データを用いて、
Experienced Utility アプローチで社会効用
効果を推計した。その結果を Decision 
Utility アプローチでの結果と比較し、幸福
度データの解釈の経済学的な基礎付けを行
った。この研究の特徴はExperienced Utility
の結果と Decision Utility の結果が同じサ
ンプルから得られることである。この様に統
制された比較分析は、世界的にも非常に希で
ある。その結果、驚くべきことに、2 つのア
プローチで推計されたγは統計的に有意で
はなににせよ、非常に似た値であることが分
かった。つまり、幸福度データで得られる社
会効用効果の負の厚生含意が、効用関数をベ

ースに得られた結果と整合的であるという
ことである。これは幸福度データを用いて社
会政策を策定することを考えた時、少なくと
も社会効用効果に関する限りは経済学的な
見地から言っても妥当であると言えること
を示している。本研究は Clark, Senik, and 
Yamada (2013)として纏められ、現在は
Journal of Behavioral and Experimental 
Economics 誌から改定要求があり、再投稿の
ための準備を行っている。 
 
 （３）最後に、英米で行われた Decision 
Utility アプローチの分析についてである。
離散選択実験で推計された社会効用パラメ
ーターは国際比較が直接可能であるという
特性をもつが、既存研究での国際比較は幸福
度データをベースに行われていた。本プロジ
ェクトで提示された英米におけるγの分布
は以下の図の通りである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図から明らかな様に、イギリスにおける妬み
の効果は、アメリカにおけるそれよりも強い
ものであった。その差は統計的にも有意であ
る。γの平均はイギリスでは-0.12 となり、
アメリカでは 0と有意に変わらないことが示
された。この結果より日英米での社会効用効
果の差が直接比較可能な形として示された
のである。 
 
 本研究の結果は社会効用効果のベースラ
インを明らかにするにとどまらず、社会厚生
改善のための情報介入が効果的であるかに
ついての示唆もある。研究の方法欄で述べら
れたランダム介入実験の結果、再び英米での
異なる結果が得られた。まず、アメリカでは
介入によって被験者が比較態度を変化させ
ることはなかった。一方で、イギリスでは介
入によって被験者が比較態度を変化さたが、
それは実験者が意図した方向とは逆の、より
妬みを強くするという方向にであった。ここ
で得られる重要な教訓は、効用関数のディー
プ・パラメーターであるγも、外的な介入に
よって変化しうるという発見がある一方で、
それは実験の場がどこであるかに依存し、か



つ意図した介入効果を得ることは必ずしも
容易ではないということである。今回の実験
の場合、イギリスにおいて比較態度を変化さ
せたのは介入前には所得の比較を行ってい
なかった被験者グループであることもわか
った。実験上のこの様な効果はモラル・ライ
センスと呼ばれ、実験者が被験者に与える意
図せざる効果として実験経済学の分野で注
目されている。以上の結果は Shigeoka and 
Yamada  (2015)として纏められ、現在時点で
2015 年 6 月に開催される Barcelona GSE 
summer forumで報告されることが決定してい
る。 
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